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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
今年の世界経済は、相当な混迷・波乱を迎える年になりそうだ
　世界経済は、混迷の度を深めつつあるようだ。今年に入って株式市場は大きく下落し始めており、東京市場も例外ではなく、先週末ようやく1000円近く上昇したものの、日経平均で見ると昨年末に比べて一時は3,000円以上下落したこともあり、専門家筋はまだまだ下落していくのではないか、と見る向きも多いようだ。というのも、日本の株式市場の売買に占める外国人投資家のウエイトが高く、とくに原油価格の暴落によって産油国を中心にしたソブリン・ウエルス・ファンドが、株式を売却して石油販売の収入不足を補填する動きを強めたり、リスク資産である株式からよりリスクの少ない債券への切り替えを進める動きで円高が急速に進んでいる。

アベノミクスで唯一成果が出ていたと言われる株価と円安ではあったが、どうやら日本経済の前途には暗雲が立ち込めようとしているようだ。とくに、お隣の中国経済もバブルが弾けて停滞し始めており、好調だったアメリカ経済もここのところに来て先行きへの不安が出始め、2016年は混迷の一年になりそうな予感がする。
日経平均株価指数は、優良企業225社で構成され、東証全体1940社の平均より高めに推移することに注意を
ところで株価と言えば通常日経平均の数値をあげて云々することが多いのだが、日経平均とは、東京証券取引所一部上場企業1940社の中から日本経済新聞社が独自に225社を選出し、その株価水準の平均値を表したものである。この225社が果たして全体の1940社の動きを表しているかといえば、225社の方が優良企業を中心に選出しているせいか、東証全体の数値よりも上昇率が高いのだ。この点は、国会などでの論戦の場で、安倍総理がアベノミクスの成果として日経225の平均株価の上昇を上げることが多いだけに、日経平均の上昇率程には1940社全体の上昇率は上がっていないことに注意をする必要がある。
最近発刊された斉藤誠一橋大学教授の書かれた『経済学私小説<定常>の中の豊かさ』(日経BP社刊)のなかで、その点について次のような数値を上げそのことを指摘されている。
　2009年2月から2014年12月まで、日経平均7,568円から1万7451円へと2,3倍になったが、全銘柄の株価単純平均は、218円から315円へと1,4倍になったに過ぎない。(114~118ページ参照)
　ちなみに、同書において斎藤教授は、より詳しくアメリカ・イエール大学のロバート・シラー教授の考案された「シラー式P／E」という一株当たりの収益と株価の関係からも検討されているのだが、詳しくは著書を参考にして欲しい。「シラー式P／E」においては、よりその上昇率はマイルドなものになっていることを指摘されているわけで、要は、株価の動向については、日経平均の上げ下げだけを見る場合には、「日本経済の過剰宣伝」に乗せられることに注意する必要があることを斉藤教授は指摘されている。
公的年金積立金運用は悪化へ、140兆円をどう運用すべきなのか?
　株式市場が大きく暴落してくれば、気になるのは公的年金の基金の運用成績である。GPIF(年金積立金管理運用独立行政法人の略)は、昨年の第2四半期でも大きな損失を出しており、このままでいけば今年の1~3月の運用成績は、それを更に上回るような損失になることは間違いない。今までは元本が保証されていた国債を始めとする債券が運用の過半数を占めていたのだが、安倍内閣の下で債券からリスクの大きい株式を中心にした証券運用に大きくシフトしてきたわけで、完全に裏目に出たと言えよう。もちろん、短期的な損得だけで判断は出来ないのではあるが、大切な国民の公的年金の積立金であり、株式中心の運用にはリスクが大きすぎるのではなかろうか。アメリカですら、公的年金の積立金の運用は安全な国債(非市場制国債)に限っていることを見ても、日本の運用の在り方の偏りは見過ごすことは出来ない。
　ひょっとすると、マイナス金利も常態化するのでは!?
もっとも、最近の国債の利率は10年物でも0,2~0,3%程度にまで落ち込んできており、日銀の異常な金融政策のあおりを受けて、とても債券中心では予定利率を確保することは困難なことは間違いない。アベノミクスの弊害は、年金運用といった資産運用にも露呈しているわけで、早く金利機能が復活しなければ、公的年金の運用問題も解決できないのが現実であろう。最近では、マイナスの金利すら短期国債では出始めており、我々庶民にも、貯金をすれば利息が付くどころか利息を支払わなければならなくなるという時代も到来してくるのかもしれない。まさに、異常な世界である。
　年金問題は、深刻な問題を抱えていることに注目したい

さて、年金の問題がでたので、年金の将来について深刻な問題になることに触れてみたい。実は今年の朝日新聞のコラム欄「東洋経済の眼」に、本来は厚生年金に加入しなければならない事業所が約79万事業所も存在し、実に200万人近い被用者が厚生年金に加入していない事実が明らかになった。それというのも、民主党の長妻衆議院議員の質問主意書に対する回答によって公にされたもので、その後、新聞各紙でも大きく取り上げられ、国会では厚労大臣が問題の解決に向けて動き出すまでに至っている。その公開前に東洋経済の編集部がコラム欄で指摘したわけで、ちょっとしたスクープ記事になったようだ。
「マクロ経済スライド」の適用が、また見送られようとしている
その問題に引き続いて、今度は同じ『週刊東洋経済』1月16日号本誌の「マクロウオッチ」で、「再び発動不能に陥るマクロ経済スライド」という問題が指摘されている。書いたのは東洋経済誌の野村昭弘記者である。
「マクロ経済スライド」といっても年金の専門用語で、なかなか理解している人は少ないと思われるのだが、公的年金にとってはまことに重要な仕組みである。それは、2004年の年金制度改革によって公的年金は、厚生年金の場合2年後の2017年には保険料率を18,3%に固定し、将来の100年間の収入総額を先に確定させてしまう形へと変更された。対応する100年間の給付総額を収入総額と一致させるために、受給者一人当たりの給付水準を自動的に調整していく。この自動調整システムがマクロ経済スライドで、スライド調整率は被保険者の減少率(少子化による影響)と平均余命年数の伸び(高齢化による影響)から算出され、現在の調整率はマイナス0,9%になっていて、物価が上昇すれば物価上昇率から0,9%を引き下げてスライド調整を進めることになっている。その引き下げは、所得代替率(現役労働者の平均所得に対する年金受給金額の比率)を2004年の59%から100年後でも50%の水準を確保することを目標にしていた。
今の法律では、デフレ下ではマクロ経済スライドを引き下げられないため、将来の所得代替率は50%を大きく割り込む見込み
ところが、1997年以降続いたデフレの下で物価上昇率はマイナスになってしまい、マクロ経済スライドを適用すれば、すでに年金をもらっている既裁定年金の水準を、名目額でも下げなければならなくなる。ところが、既裁定年金については、名目額を下げるには法改正が必要で、デフレによる水準の引き下げがようやく2015年度で実現したものの、マクロ経済スライドによる引き下げは過去10年近く下げないまま据え置かれてきた。その結果、現役労働者の所得水準が伸び悩み(むしろ低下)、所得代替率が2004年の59%から2014年の62%へと逆に跳ね上がってしまったのだ。そのため、5年に1度実施することになっている2014年の財政検証で、マクロ経済スライドを早く適用しなければ、後から年金を受け取る世代の年金水準が低くなりすぎてしまう問題が露呈したのだ。(もっとも、この問題は2009年の財政検証でも指摘されていたが、政権交代によってあまり問題化しなかった)
つまり、デフレで賃金が伸びないところに持ってきて、少子化の進展により年金保険料を納入する被保険者数が少なくなるため、100年間の収入総額が大きく低下し、逆に支給総額は減るどころか増え続けるために、後世代になればなるほど年金水準の低下が進み、放置すれば所得代替率が50%を切ってしまう可能性が出てきたのである。
そこで、財政検証の結果、デフレ下でもマクロ経済スライドを適用しなければ年金制度の維持可能性が困難になることを、検証にあたった専門家委員会から指摘されたのだ。
マクロ経済スライドは、年金水準の自動調節機能として国際的にも高く評価されていたのだが・・・・?
少子高齢化による年金の将来について不安に思うのは至極当然のことではあるが、既裁定年金水準の引き下げも含めて自動的に調整して行くことをビルトインしているわけで、世界でも日本の「マクロ経済スライド」という仕組みは高く評価されていると言われる。(ちなみに、他の国では年金水準の切り下げがなかなかできないため、支給開始年齢の引き上げ問題で乗り切ろうとしているが、抵抗が強く政治的に難渋しているのが現実。)
2016年度は実質賃金がマイナスのため、発動が出来ないのだ
だが、実際問題としてすでに年金を受給している高齢者にとって、年金受給の絶対額が減らされる事への抵抗感は実に強いものがあり、もしアベノミクスによる物価の伸びが1%を超すようになれば、少なくともスライド調整率0,9%下げても絶対額は減らさなくても済むのではないか、と思われていた。ところが、今年の物価上昇率が原油の価格下落もあり1%を切るようになったことや、16年度のスライド調整率を適用する時の判断は、15年度の物価水準だけではなく12~14年度平均の実質賃金上昇率を足したものになっているのだ。15年度は1~11月の平均で0,8%、12~14年度実質賃金上昇率平均はマイナス1,2%で、合計するとマイナス0,4%という事になり、放置しておけばまたもやマクロ経済スライドを適用しないという事になってしまうのだ。賃金上昇率が今年もまた不十分であれば、インフレ率が余程上昇しないかぎりマクロ経済スライドは実施出来なくなるのだ。
問題は深刻、このままでは年金制度の信頼性に疑問が
問題は深刻である。このままでいけば、100年後までには所得代替率が50%を大きく低下し、年金制度の安定性にとって不可欠な、老後生活の維持可能な年金水準の確保が出来なくなってしまうのだ。特に、一番ダメージを受けるのが基礎年金(国民年金)部分で、今までのマクロ経済スライドを適用できなかった分だけで30%以上減額になると検証結果は算定している。さらに、これからもマクロ経済スライドが適用できなければ、さらに減額されることは必至なのだ。どんな場合でもマクロ経済スライドの適用ができるよう、出来るだけ早く実現しなければならないのだ。もちろん、現役の方たちの賃金水準の充実はもちろん、前提となる経済成長率や労働力人口の伸びなどを増やしていく事も必要だし、年金受給年齢の繰り下げを利用することなども考えられていいのだが、先ずはマクロ経済スライドの適用を進めなければならない。
公的年金は家族内での老後生活支援の社会化、支えてくれる子供達の生活水準低下による支援額低下、受け止めるべきでは。
公的年金制度は、歳をとって稼得能力を喪失した両親の生活の面倒を、家庭内や仕送りなどで賄っていたものを社会化したと考えていい。同じ家族の中であれば、「お父さん、お母さん。最近景気も悪く稼ぎが良くなくて収入が少なくなったので、仕送り額を少し減らしてほしい」と言えば、「仕方がないよな、お前たちも苦しいんだから」と納得してもらえるのだが、これが社会化・制度化・権利化してしまうと、なかなか納得してもらうのに苦労する。民主主義というものの辛いところなのかもしれない。
でも、マクロ経済スライドを実行しなければ、公的年金の信頼性・維持可能性に火がついてくるのだ。何としても、この問題を国会の場で堂々と論議をし、正しい解決に向けて努力をして欲しい。まずは、マクロ経済スライドをデフレ下でも適用するための法律改正をするべきなのだ。参議院選挙を前にして、増税以上になかなか国民に年金の絶対額の引き下げは言い出しにくいことであることは間違いない。しかし、それをしなければ年金制度に対する信頼感は失われることは必至だ。年金制度は政争の具にしてはならないのであり、もう一度3党合意の精神に立ち戻って、国家100年の計を見据えて解決に努力して欲しい。少子高齢社会を乗り越えていくための、一つの重大な山場が訪れたようだ。
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